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書 評
玉木興乗著『珪！代経済の変動理論』
岡本 武之
ー
資本主義経済の変動については，その理論的研究の歴史は古く，しかも今日においてな
お変動の原因と経路の追求が経済学上の重要な問題の一つになっている。この書物は，そ
の理論的研究の中でも，特にケインズ体系及び新古典学派の体系を基礎とする現代の変動
理論を，学説史的に位置づけ，その意義を問うという目的をもっている。しかしまた著者
が講義案を加筆・整理したものであると断るように，．この書物が純粋に学術的研究の目的
をもつ反面，教材としての一面をもっており，そのために書物の約半分が静学的なケイン
ズ及び新古典学派両体系の説明に当てられている。勿論，この両体系に関する説明には，
変動理論と切離してみても，著者の立場を特色づける主張が含まれていて，この書物の重
要な構成部分となっている。
ところで，この書物を教材としてみた場合には，本文に対する多数の注記に特色があっ
て，ギリシャ文字の読み方から数学的展開の演算過程の解説に至るまで，著者の学習者に
対する懇切・丁寧な配慮をうかがい知ることができる。ただ何しろこの書物のテーマ自体
が現代経済学の難問の一つであり，解説的に取扱うにしても，論争的問題点があって，国
民所得概念の定義を扱った序章，ケインズの「一般理論」をも包括する所得分析的一般均
衡体系を扱った第 1 章，及びケインズ体系を前提とする貯蓄•投資の所得決定理論を扱っ
た第3章を除けば，この書物が全体としては学習者泣かせの水準の高い研究内容で充実さ
れていることは否定できない。
以下にこの書評を試みるに当って，紙数に制限もあること故，着眼点としては次の三点
を問題にする考えである。すなわち，第一はケインズ及び新古典学派両体系の貨幣的経済
理論としての取扱い方 (1~2章），第二はケインジアンの変動理論の特徴 (3~6章），
第三は新古典学派の成長理論に対する見方 (7章）についてである。なお，書評のための
これらの着眼点とこの書物との関係を明らかならしめるために，この書物の構成をその目
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次をもってここに示しておこう。
序章 国民所得の構造
第1章 巨視的一般均衡体系
第2章 新古典学派の体系とケインズ学派の体系
補論 貨幣的経済理論の展開
第3章 乗数の理論
第4章 循環的成長の理論
第5章 成長的循環の理論
第6章 ケインジアンの成長理論
第7章 新古典学派の成長理論＿展望とその性格
付録 マルクス主義経済学と近代経済学
補論 玉野井芳郎著「マルクス主義経済学と近代経済学」を読んで
. 2 
ケインズと新古典学派の両体系を比較し，それらが貨幣的経済理論ー一実物市場への貨
幣の千渉を不可避とみる考え方ー一ーとしてどう取扱えるかという著者の考え方を結論的に
示すと，新古典学派の体系が全く貨幣的経済理論であるのに対して，ケインズ体系は貨幣
的経済理論として不徹底ないし本質的には二分法の体系であるということになろう。ケイ
ンズの「一般理論」が古典派的二分法に対する攻撃の書物であったことは周知と思われ
る。したがって，かかる著者の取扱い方がわれわれに非常に興味を覚えさせるものである
ことはいうまでもないし，そこにまたこの書物の特色があるともいわねばならない。
要するに，問題は，両体系が貨幣の実物市場への干渉を不可避とするかしないかである
が，著者は貨幣賃金率の引下げが失業を救済しうるか否かという雇用論争を，その問題を
解く手がかりとする。つまり，著者は，ケインズ体系の決定的な特徴を不完全雇用均衡を
主張する点に求め，したがって，何をケインズ体系の失業の究極的原因と理解するかとい
う接近法をとり，そして， (1) 貨幣賃金の硬直性， (2) 貯蓄•投資両函数の利子非弾力性，＊
(3) 流動性函数の完全な利子弾力性の三点！こついて吟味を行い，結論的には，賃金の硬直
性は究極的な原因ではないとしたのであり，また伸縮的賃金の仮定のもとに実質残高効果
を導入し， (2),(3)も必ずしも失業の原因ではないとしたわけである。すなわち，賃金が引
下げられても「流動性のわな」或いは「利子率の床」によって失業は存続しうるから，雇
用論争は一度はケインズに軍配が上ったのであるが，もし「実質残高効果」を考慮に入れ
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るならば，賃金が十分に伸縮的であるときには，消費増加への実質残高効果を通して完全
雇用が達成されるから，たとえ流動性のわなにかかっていてもそれば失業の原因になりえ
ない。著者のいう新古典学派の体系とは実質残高効果の存在を認める巨視的一般均衡体系
にほかならないが，そこでは，ケインズのように利子率を通してではなく，保有する現金
残高の実質価値を通して，貨幣は実物市場に干渉する。かくして，ケインズ体系では，貯
蓄•投資が利子非弾力的ならば貨幣の干渉は認められず，また「財市場で決定された利子
率が Keynesiancaseと呼ばれた利子率の床より低い場合だけ」 (p.52)貨幣が実物市
場に干渉することになるが，「これに反して， 新古典学派の体系では， 財の市場に実質残
高効果の存在することを認めるから，貨幣と実物市場とを分離する，二分法的考えが成立
する余地はない」 (p.53)。以上が第一の問題点に対する著者の論旨である。
ケインズの場合，消費が所得の函数であるばかりでなく，資本価値或いはその他諸要因
の函数であることは「一般理論」第8・9章において明白である。ただ単純化は大いにケ
インズに責任があるが，ケインズが資本価値の意外の変化などについて， 「看過されては
ならないけれども，通常の事態のもとにおいては重要ではないように思われる」（塩野谷
訳『一般理論』 p.110)として省略したことは事実であるし， したがって実質残高効果も
問題にならない。この実質残高効果について，今日一般に指摘されている問題点は，それ
は理論的に承認しうるものではあるけれども，同時にそれがどの程度均衡化能力をもっ
かということであり，その実際的な意義については，不況期の賃金調整が緩漫であること，
また実質残高効果の小さいことが実証的研究によって証明された（文献は H.G. Johnson: 
Money,Trade and Economic Growth, 1962, chap. VIに挙げられている）。
しかし，このような問題点は別にしても，雇用論争に端を発する，賃金切下げによる実
質残高効果の存在の理論的承認は，著者がこの書物で導いて行った結論とは逆に，ケイン
ズ体系における不完全濯用均衡が，完全に利子弾力的な流動性函数と完全に利子非弾力的
な消費•投資函数の場合を除けば，賃金の硬直性に依存することを証明するものにほかな
らない，という考え方にも根拠を与えることになるであろう。賃金と物価が完全に伸縮的
である経済はケインズが関心をもった経済ではなく，そして彼が取扱おうと欲した問題に
関して理論化するために仮定するだけの興味ある経済でなかったであろうことも， 『一般
理論」の第2章より明白である。ケインズの問題は現実の雇用水準を決定するものは何か
ということであった。そして，賃金引下げに，関するケインズの主要な論点は，貨幣賃金率
は，実質賃金の変化を通してではなく，その貨幣効果を通して雇用量に影響すること，賃・
金引下げを実行することは困難であり，期待に逆の影響を与えるかもしれないこと，そし
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て通常は貨幣の増加が同じ結果をもたらしうるということであった。
そしてまた，著者と同じように， 「新古典学派の体系は長期理論でありケインジアン体
系は短期理論である」 (p.52)という認識の上に立つならば，著者の主張するごとく実質
残高効果が存在しないとしても短期的にそうなのであって， 「実質残高効果が作用しつく
すまでには長い時の経過が必要であるという見解と矛盾するものではない」 (p.51)かも
しれないが，また反対に，短期の分析に集中したケインズ体系が，賃金の硬直性を前提
し，実質残高効果を無視したことも，それが短期理論であるかぎりにおいて許容さるべき
ものとなるであろう。かかる賃金の硬直性がケインズ体系に支出ー所得の関係を生ぜしめ
たのであり，この支出の側面から貨幣が実物市場に干渉することとなった事情は，既にモ
ディリアニ (F.Modigliani: "Liquidity Preference and the The.ory of Interest and 
Money•, Econometrica, Jan. 1944)によって明らかにされたところである。したがって，
著者が行ったように，ケインズ体系をすべての価格が伸縮的である体系に構成し直し，実
質残高効果を無視しているから本質的に二分法の体系だと断定すること，またたと兎賃金
・物価の完全な伸縮性が保証されるとしても，貯蓄•投資の利子非弾力性や流動性のわな
によって完全雇用均衡を成立させない場合があるから，そこにケインズ的特徴を認め，し
たがって賃金の硬直性の仮定は本質的ではないとして伸縮的賃金に置換することなど，議
論が形式的に過ぎてはいないかと思われるのである。『一般理論」は明らかに短期理論へ
の貢献である。短期分析としてのその独創性を除去してまで，新古典学派の体系と比較し
て長期的結果に対する可能性を承認しているかいないかを問うことと，ケインズ体系をあ
くまでも短期理論としてその性格を問うこととは区別すべき事柄ではなかろうか。
3 
さて，この書物で所得変動とは「景気循環」と「経済成長」の二つを意味するが，両者
を同時に取扱う変動理論としては，一つは成長を伴わない純粋景気循環理論に成長要因を
追加するもの＿循環的成長理論と，他の一つは循環を伴わない成長理論に循環要因を導
入するもの一一成長的循環理論の二つが区別される。前者に関する変動理論は，カルドア
の純粋景気循環モデルを原型とした，特にわが国で発展させられた議論であるが，短期的
な貯蓄•投資の両函数に長期的なシフト要因を導入し，両函数のシフトの仕方に依存して
展開される循環的成長の態様を明らかにしようとするものである。そして，後者に関する
変動理論としては，ハロッドの成長理論を批判し修正した，ヒックスの最気循環理論その
ものが取上げられる。ところで，著者がケインジアンの変動理論の特徴とするのは，巨視
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的一般均衡体系の短期理論に結びつくものであり，投資が貯蓄を決定するという立場であ
る。これはその後で説明される新古典学派の成長理論の貯蓄が投資を決定するという立場
と対立させられる。したがって，著者は，ケインジアンの変動理論は企業家の役割を重視
するシュンペーターのヴィジョンをモデル化したものだ，と解釈すべきことを強調する。
まず著者は手ぎわよく循環的成長理論の展望を行なうと同時になお若干の修正を試み
る。その場合，問題となる修正部分，特に貯蓄，投資両函数のシフトの仕方については，
それが必然性をもっfこものであるのかどうか著者の見解は必ずしも明確ではないが，おそ
らくは一つの可能性として示される循環的成長の経路を説明するためのものと理解すぺき
ものといえよう。何故ならば循環的成長理論は資本主義経済の運動の仕方を規制するもの
ではなく，その運動の仕方を理解し，記述するための方法であると考えられるからであ
る；著者が他の章でカルドアの言葉を引用したように， 「資本主義経済における経済進歩
に関しては必然性というものは存在しない」 (p.160)といえるであろう。
次に成長的循環理論，すなわちヒックスの最気循環理論は，ハロッド・ドーマーの成長
理論を修正したものであるが，著者は，ケインジアンの特徴として投資が貯蓄を決定する
という見方を共通の性質としてとらえ，しかし，ハロッド・ドーマーの成長理論では反対
に貯蓄が投資を決定すると考えられていたので，ヒックスがこの点をケインジアンの変動
理論として修正したと解釈する。ところで，投資Iが貯蓄Sを決定する（或いは逆）とい
うことの意味は何であろうか。投資も貯蓄も共に事前的概念として取上げられた場合，投
資主体と貯蓄主体とは一般に異った経済主体であり，したがって彼らはその行動原理を異
にするであろう。もしそうだとすれば，異る主体の計画量が均衡する場合を考えることは
できるが，一方の計画量が他方の計画量によって決定されるという関係を事前的関係とし
て理解することは困難である。すなわち，事前的I=Sはケインズ体系の均衡条件にほか
ならない。そこで投資が貯蓄を決定する（或いは逆）という関係をどう理解すればよいの
か。考えられることは，その一方の計画が必ず実現されると仮定することであろう。何故
1ならば，もし投資計画が必ず実現すると仮定するならば，その結果として， I=Sの事後
的恒等関係（定義的に自明の理）により，投資が貯蓄を決定するということになるからで
ある。この意味においてケインジアンの場合には投資に経済の主導権が与えられたことに
なる。
ところで，決定関係をこのように理解すると，著者の成長的循環理論を解説する部分に
は理解の上で若干の矛盾が含まれることになる。すなわち，ハロッドの保証成長率Gwを
事前的I=Sを満足する所得の成長率と解釈する著者の立場から，どうして「ハロッド・
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ドーマーの成長理論では貯蓄が投資を決定すると考えられていた」 (p.177)ことになり，
この同じ事前的I=Sが，ヒックス・モデルにおいてはハロッ・ド・モデルとは反対に，ど
うして投資が貯蓄を決定するということになるのか。 著者によれば， t期の消費計画 Ct
と貯蓄計画 Stは t-1期の所得 Yt-1によって決定される。すなわち，
Ct=(l-s)Yt-1, St=SYt-1 
また， t期の事前的所得 Ytは次のように消費計画と投資計画 Itによって与えられる。
Yt=C叶 It
したがって，ここで事前的に lt=Stを仮定するかぎり，ハロッドの場合は
lt=V(Yt-Yt-1) 
であるが， I←Sの決定方向にかかわりなく
Yt=(l-s)Y←1十v(Yt-Ytー1)=Y←1
となり，またヒックスの場合も
lt=V(Yt-1-Yt-2)+le 
であるが， I→Sの決定方向にかかわりなく
Yt=(l-s)Ytー1十v(Yt-1-Y1-2)+I.=Ytー1
となる。、したがって，ハロッドの場合，事前的 I=Sの仮定から，
_v(Yt-Yt-1)=sYt-1 
となり，形式的には， Yt-1が所与，したがって Stが決定され，これが Itを決定する。
すなわち lt=Stならしめるごとく Ytを決定するといえるかもしれない。しかし， ハロ
ッド， ヒックスのいずれの場合も，事前的I=Sを仮定すると Yt=Y←1となり，矛盾
を含む，iとになるであろう。ヒックスの場合には明らかに事前的に ItキStであり， Ctと
Itが必ず実現されると仮定することにおいて， I→S の決定方向が承認されるのであっ
て，著者が (5.2-2)式として示すものcsや=:=Ytー (l-s)Yt-1,*印は筆者） もこの意味
における事後的な貯蓄にほかならない。したがってまた，著者が事前的に決定される投資
と事後的に決定される貯蓄との均等関係を均衡条件と呼ぶ (p.133) . ことにも問題がある
といえるだろう。また，ハロッドの場合に，消費計画 Ctをt期の予想所得Ytに依存せ
しめて Ct=(l-s)Ytと修正しても，事前的I=Sを仮定するならば
sYt=V(Yt-Yt-1) 
であって，そこにS→Iなる決定方向を承認せしめる根拠が失われることとなるだろう。
ハロッドのGwは問題の多い概念であり，種々なる解釈が可能であるかもしれない。しか
し，ハロッド自身が SecondEssay (Economic Journal, June 1960)に示したように，
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ドーマーの明示した投資の二重効果に着目する，資本の完全利用成長率として理解するな
らば，この成長率の実現のために少くとも s/vの新投資の成長率が要請せられるという意
味において，問題なく，投資に経済の主導権が与えられるケインジアンの共通の性質をも
もたせることができるのではなかろうか。
?
著者は現代の成長理論の主流はハロッド， ドーマー，ヒックス，カルドア，ロビンソン
によって代表されるケインジアンの成長理論であると考えている。しかし，これらに対し
て，ケインズの『一般理論」を特殊理論として包括するワルラス， ヒックス流の一般均衡
分析を土台とする新古典学派の成長理論に，著者は，ケインジアンと反対に，貯蓄が投資
を決定するというヴィジョンの復活をみる。この新古典学派の成長理論では，賃金率と資
本利潤率の変動が，競争を通して，ある時点に存在する労働の完全雇用と資本の完全利用
を保証するから，国民生産物は完全雇用と完全利用が同時に達成される水準に決定され，
したがって一定の貯蓄性向に応ずる完全雇用から得られる貯蓄が決定され，それが投資さ
れる。これが資本の増加となり，以下同様の過程が展開される。著者は，かかる新古典学
派の成長理論の吟味を，ソロウ（スワン）の巨視的分析，宇沢（ミード）の二部門分析を
通じて行なう。そして，そこでは，「新古典学派の成長理論は，一貫して，均衡の存在を
仮定している」 (p.200)点が強調される。
ところで，新古典学派の成長理論について，著者が特徴として指摘する，貯蓄が投資を
決定するという見方は，ケインジアンの見方と正反対のようであるが，新古典学派の場合
には投資主体の行動原理を欠くという点において，ケインジアンの循環的成長理論ないし
成長的循環理論とは性格を異にするであろう。．何故ならば，新古典学派の成長理論では，
貯蓄主体が同時に投資主体であるかのごとく扱われることにおいて矛盾は生じないからで
ある。ある意味で資本理論であり，また，長期蓄積モデルである新古典学派の成長理論が
投資函数を欠くのである。この点に関する著者の言及がないのはまことに残念である。新
古典学派の成長理論が資本主義経済の運動の事実を記述しようとしているのかどうか，換
言すれば，それを positiveeconomics と考えるか或いは normativeecoromicsと考
えるか，その性格についての議論を将来に期待したい。また，著者は一方で成長理論の主
流はケインジァンであると考えながらも，他方では新古典学派がケインズの「一般理論」
を特殊理論として包括すると考えている。今日の経済学が新古典派的総合の段階にあるの
か，またロビンソンが批判するように新古典学派の理論が机上論であるのか，新古典学派
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に巨視的近代経済学の体系を求める「現代経済の変動理論」としては，こういった論争に
も触れないわけにはいかなくなるであろう。そして，その場合に，新古典学派の巨視的一
般均衡体系がもっている貨幣的経済理論としての性格が，どう反映させられるかも興味を
覚えさせるものである。
以上，いい残した点も多いが，その反面コメントが著者の問題意識に噛合わなかった点
がなかったかと案ぜられる。けれども，この書物を一つの契機として，現代経済の変動理
論の一層の発展を，著者と共に希望したい。
（新評論，昭和43年4月刊， A5,238ペー ジ， 900円）
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